
 

議案第 ９ 号 

 

川崎市屋外広告物条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市屋外広告物条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成２３年 ２ 月１５日提出 

川崎市長 阿 部 孝 夫 

 

川崎市屋外広告物条例の一部を改正する条例  

川崎市屋外広告物条例（昭和４６年川崎市条例第７７号）の一部を次のよう

に改正する。 

題名の次に次の目次及び章名を付する。 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 広告物等の制限（第２条～第１２条） 

第３章 監督（第１３条～第２１条） 

第４章 屋外広告業の登録等（第２２条～第３８条） 

第５章 屋外広告物審議会（第３９条） 

第６章 雑則（第４０条～第４３条） 

第７章 罰則（第４４条～第４６条） 

附則 

第１章 総則 

第１条中「広告物」という。）」の次に「及び屋外広告業」を加え、同条の

次に次の章名を付する。 



第２章 広告物等の制限 

第１２条第２項中「それら」を「これら」に、「貼
ちょう

付」を「貼付」に改め、

同条の次に次の章名を付する。 

第３章 監督 

第２６条を削り、第２５条を第４５条とし、第２４条を削り、第２３条を第

４２条とし、同条の次に次の１条、章名及び１条を加える。 

（委任） 

第４３条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

第７章 罰則 

（罰則） 

第４４条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は５００，

０００円以下の罰金に処する。 

 ⑴ 第２２条第１項の規定に違反して登録を受けないで屋外広告業を営んだ

者（第３６条第１項に規定する者を除く。） 

 ⑵ 不正の手段により第２２条第１項の登録を受けた者 

 ⑶ 第３５条第１項又は第３６条第６項の規定による営業の停止の命令に違

反した者 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、５００，０００円以下の罰金に処す

る。 

 ⑴ 第３条から第５条までの規定に違反して広告物を表示し、又は掲出物件

を設置した者 

 ⑵ 第１２条第３項の規定に違反して広告物又は掲出物件を除却しなかった

者  

 ⑶ 第１３条第１項又は第３項の規定による市長の命令に違反した者 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、３００，０００円以下の罰金に処す



 

る。 

 ⑴ 第２６条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 ⑵ 第３１条第１項の規定に違反して業務主任者を選任しなかった者 

４ 第２０条第１項若しくは第３８条第１項の規定による報告をせず、若しく

は虚偽の報告をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者は、

２００，０００円以下の罰金に処する。 

第２２条を第４１条とする。 

第２１条の見出しを「（屋外広告物審議会）」に改め、同条を第３９条とし、

同条の次に次の章名及び１条を加える。 

第６章 雑則 

（手数料） 

第４０条 第３条の規定に基づく許可の申請に対する審査を行う場合は、別表

に定める手数料を徴収する。 

２ 第２２条第１項の規定に基づく登録（同条第２項の規定に基づく登録の更

新を含む。）の申請に対する審査を行う場合は、１件につき１０，０００円

の手数料を徴収する。 

３ 前２項の手数料は、申請の際、申請者から徴収する。 

４ 既納の手数料は、還付しない。ただし、市長が特別の事由があると認める

ときは、この限りでない。 

第２０条中「市長は、」の次に「本市内において」を加え、同条を第３４条

とし、同条の次に次の４条及び章名を加える。 

（登録の取消し等） 

第３５条 市長は、屋外広告業者が次の各号のいずれかに該当するときは、そ

の登録を取り消し、又は６月以内の期間を定めてその営業の全部若しくは一



部の停止を命ずることができる。 

 ⑴ 不正の手段により第２２条第１項の登録を受けたとき。 

 ⑵ 第２５条第１項第２号又は第４号から第７号までのいずれかに該当する

こととなったとき。 

 ⑶ 第２６条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、この条例若しくは法に基づく他の地方公共

団体の条例又はこれらに基づく処分に違反したとき。 

２ 第２５条第２項の規定は、前項の規定による処分をした場合について準用

する。 

（神奈川県知事の登録を受けている者に関する特例） 

第３６条 第２２条から第２９条まで及び前条の規定は、神奈川県屋外広告物

条例（昭和２４年神奈川県条例第６２号）の規定に基づく神奈川県知事の屋

外広告業の登録（以下「県知事登録」という。）を受けている者（屋外広告

業者又は第２５条第１項各号に該当する者を除く。）には適用しない。 

２ 前項に規定する者であって本市内において屋外広告業を営むものについて

は、第２２条から第２９条まで、前条並びに前項及び第４項の規定を除き、

屋外広告業者とみなして、この条例の規定を適用する。 

３ 第１項に規定する者は、本市内において屋外広告業を営もうとするときは、

規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

４ 屋外広告業者は、県知事登録を受けたときは、規則で定めるところにより、

その旨を市長に届け出なければならない。この場合において、当該屋外広告

業者に係る第２２条第１項の登録は、その効力を失う。 

５ 前２項の規定による届出をした者は、当該届出に係る事項について変更が

あったとき、又は本市内において屋外広告業を廃止したときは、規則で定め

るところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 



 

６ 市長は、第１項に規定する者であって本市内において屋外広告業を営むも

のが、第２５条第１項第２号若しくは第４号から第７号までのいずれかに該

当することとなったとき、又はこの条例若しくは法に基づく他の地方公共団

体の条例若しくはこれらに基づく処分に違反したときは、その者に対し、６

月以内の期間を定めて本市内における営業の全部又は一部の停止を命ずるこ

とができる。 

７ 第２５条第２項の規定は、前項の規定による処分をした場合について準用

する。 

８ 市長は、第３項若しくは第４項の規定による届出又は第５項の規定による

変更の届出があったときは、遅滞なく、特例屋外広告業者届出簿（以下「特

例届出簿」という。）に記載し、一般の閲覧に供するものとする。 

９ 市長は、第３項又は第４項の規定による届出をした者について、第５項の

規定による廃止の届出があったとき、又は県知事登録がその効力を失い、若

しくは取り消されたときは、特例届出簿からその記載を抹消するものとする。 

（処分簿の備付け等） 

第３７条 市長は、屋外広告業者監督処分簿（以下「処分簿」という。）を備

え、第３５条第１項又は前条第６項の規定による処分をしたときは、処分簿

に当該処分の年月日及び内容その他規則で定める事項を登載するものとする。 

２ 市長は、処分簿を一般の閲覧に供するものとする。 

（立入検査等） 

第３８条 市長は、第２２条から前条までの規定による権限を行うため必要が

あるときは、その必要な限度において、本市内において屋外広告業を営む者

に対し、必要な報告を求め、又はその職員に、営業所その他営業に関係のあ

る場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に

質問させることができる。 



２ 第２０条第４項及び第５項の規定は、前項の規定による立入検査について

準用する。 

第５章 屋外広告物審議会 

第１９条を削り、第１８条を第３０条とし、同条の次に次の３条を加える。 

（業務主任者の選任） 

第３１条 屋外広告業者は、営業所ごとに、次に掲げる者のうちから業務主任

者を選任しなければならない。 

 ⑴ 法第１０条第２項第３号イに規定する登録試験機関が広告物の表示及び

掲出物件の設置に関し必要な知識について行う試験に合格した者 

 ⑵ 前条第１項の講習会の課程を修了した者 

 ⑶ 都道府県又は他の地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の

１９第１項の指定都市若しくは同法第２５２条の２２第１項の中核市が行

う前条第１項の講習会に相当する講習会の課程を修了した者 

 ⑷ 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づく広告美術科に

係る職業訓練指導員免許所持者若しくは職業訓練修了者又は広告美術仕上

げに係る技能検定合格者 

 ⑸ その他市長が、規則で定めるところにより、前各号に掲げる者と同等以

上の知識を有するものと認定した者 

２ 前項の業務主任者は、次に掲げる業務を総括するものとする。 

 ⑴ この条例その他広告物の表示及び掲出物件の設置に関する法令の規定の

遵守に関すること。 

 ⑵ 広告物の表示又は掲出物件の設置に関する工事の適正な施工その他広告

物の表示又は掲出物件の設置に係る安全の確保に関すること。 

 ⑶ 第３３条に規定する帳簿の作成及び管理に関すること。 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、広告物の表示又は掲出物件の設置に係る業



 

務の適正な実施の確保に関すること。 

（標識の掲示） 

第３２条 屋外広告業者は、規則で定めるところにより、営業所ごとに、その

見やすい場所に、名称又は氏名、登録番号その他規則で定める事項を記載し

た標識を掲げなければならない。 

（帳簿の備付け等） 

第３３条 屋外広告業者は、規則で定めるところにより、営業所ごとに、規則

で定める広告物及び掲出物件に関する事項を記録した帳簿を備え、並びにこ

れを保存しなければならない。 

第１７条を削る。 

第１６条第２項中「表示され、又は設置されていた広告物又は」を「表示さ

れていた広告物又は設置されていた」に改め、同条を第２１条とし、同条の次

に次の章名及び８条を加える。 

第４章 屋外広告業の登録等 

（屋外広告業の登録） 

第２２条 本市内において、屋外広告業を営もうとする者は、市長の登録を受

けなければならない。 

２ 前項の登録は、５年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によ

って、その効力を失う。 

３ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下「登録の有効

期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、

従前の登録は、登録の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、な

おその効力を有する。 

４ 前項の場合において、登録の更新がされたときは、その登録の有効期間は、

従前の登録の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 



 

（登録の申請） 

第２３条 前条第１項の登録を受けようとする者（以下「登録申請者」という。）

は、次に掲げる事項を記載した申請書（以下「登録申請書」という。）を市

長に提出しなければならない。 

 ⑴ 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 ⑵ 本市内において営業を行う営業所（以下「営業所」という。）の名称及

び所在地 

 ⑶ 法人にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又は

これらに準ずる者をいう。以下同じ。）の氏名 

 ⑷ 未成年者（屋外広告業に関し成年者と同一の能力を有する者を除く。）

にあっては、その法定代理人の氏名及び住所 

 ⑸ 第３１条第１項の規定により営業所ごとに選任される業務主任者の氏名

及び所属する営業所の名称 

２ 登録申請書には、登録申請者が第２５条第１項各号のいずれにも該当しな

い者であることを誓約する書面その他規則で定める書類を添付しなければな

らない。 

（登録の実施） 

第２４条 市長は、前条の規定による登録申請書の提出があったときは、次条

第１項の規定により登録を拒否する場合を除き、遅滞なく、次に掲げる事項

を屋外広告業者登録簿（以下「登録簿」という。）に登録するものとする。 

 ⑴ 前条第１項各号に掲げる事項 

 ⑵ 登録年月日及び登録番号 

２ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登

録申請者に通知するものとする。 

（登録の拒否） 



 

第２５条 市長は、登録申請者が次の各号のいずれかに該当するとき、又は登

録申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項について虚偽の記載があ

り、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否するも

のとする。 

 ⑴ 第３５条第１項の規定により登録を取り消され、その処分のあった日か

ら２年を経過しない者 

 ⑵ 屋外広告業者（第２２条第１項の登録を受けて屋外広告業を営む者をい

う。以下同じ。）で法人であるものが第３５条第１項の規定により登録を

取り消された場合において、その処分のあった日前３０日以内に当該法人

の役員であった者でその処分のあった日から２年を経過しないもの 

 ⑶ 第３５条第１項の規定により営業の停止を命じられ、その停止の期間が

経過しない者 

 ⑷ この条例若しくは法に基づく他の地方公共団体の条例又はこれらに基づ

く処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなった日から２年を経過しない者 

 ⑸ 屋外広告業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代

理人が前各号のいずれかに該当するもの 

 ⑹ 法人でその役員のうちに第１号から第４号までのいずれかに該当する者

があるもの 

 ⑺ 第３１条第１項の規定により営業所ごとに選任しなければならない業務

主任者を選任していない者 

２ 市長は、前項の規定により登録を拒否したときは、遅滞なく、その理由を

示して、その旨を当該登録申請者に通知するものとする。 

（登録事項の変更の届出） 

第２６条 屋外広告業者は、第２３条第１項各号に掲げる事項に変更のあった



 

ときは、その日から３０日以内に、規則で定めるところにより、その旨を市

長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項が前

条第１項第５号から第７号までのいずれかに該当する場合を除き、当該届出

があった事項を登録簿に登録するものとする。 

３ 第２３条第２項の規定は、第１項の規定による届出について準用する。 

（登録簿の閲覧） 

第２７条 市長は、登録簿を一般の閲覧に供するものとする。 

（廃業等の届出） 

第２８条 屋外広告業者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合に

おいては、当該各号に定める者は、その日（第１号の場合にあっては、その

事実を知った日）から３０日以内に、規則で定めるところにより、その旨を

市長に届け出なければならない。 

 ⑴ 死亡した場合 その相続人 

 ⑵ 法人が合併により消滅した場合 その法人を代表する役員であった者 

 ⑶ 法人が破産手続開始の決定により解散した場合 その破産管財人 

 ⑷ 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により解散した場合 そ

の清算人 

 ⑸ 第２２条第１項の登録に係る屋外広告業を廃止した場合 屋外広告業者

であった個人又は屋外広告業者であった法人を代表する役員 

２ 屋外広告業者が前項各号のいずれかに該当するに至ったときは、第２２条

第１項の登録は、その効力を失う。 

（登録の抹消） 

第２９条 市長は、第２２条第２項、前条第２項若しくは第３６条第４項の規

定により第２２条第１項の登録がその効力を失ったとき、又は第３５条第１



 

項の規定により第２２条第１項の登録を取り消したときは、登録簿から当該

屋外広告業者の登録を抹消するものとする。 

第１５条を削る。 

第１４条第１項中「この条例」を「第２条から前条まで」に改め、「若しく

は資料の提出」を削り、「命じた者をして」を「職員に、」に、「検査させる」

を「検査させ、若しくは関係者に質問させる」に改め、同条第２項中「若しく

は」を「又は」に改め、同条を第２０条とする。 

第１３条の７を第１９条とし、第１３条の６を第１８条とし、第１３条の５

を第１７条とし、第１３条の４を第１６条とし、第１３条の３を第１５条とし、

第１３条の２を第１４条とする。 

本則に次の１条を加える。 

（過料） 

第４６条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０，０００円以下の過料に

処する。 

 ⑴ 第２８条第１項又は第３６条第３項から第５項までの規定による届出を

せず、又は虚偽の届出をした者 

 ⑵ 第３２条の規定による標識を掲げない者 

 ⑶ 第３３条の規定に違反して、帳簿を備えず、帳簿に記録せず、若しくは

虚偽の記録をし、又は帳簿を保存しなかった者 

別表中「（第１５条関係）」を「（第４０条関係）」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に改正前の条例（以下「旧条例」という。）第１７



 

条第１項の規定に基づき届出をし、屋外広告業を営んでいる者については、

この条例の施行の日から起算して１年間（当該期間内に改正後の条例（以下

「新条例」という。）第２５条第１項の規定に基づく登録の拒否の処分があ

ったときは、その日までの間）は、新条例第２２条第１項の規定にかかわら

ず、同項の登録を受けずに引き続き本市内において屋外広告業を営むことが

できる。その者がその期間内に当該登録の申請をした場合において、その期

間を経過したときは、その申請について登録又は登録の拒否の処分があるま

での間も、同様とする。 

３ 前項の場合においては、同項の規定により引き続き本市内において屋外広

告業を営む者を新条例第２２条第１項の登録を受けた者とみなして、新条例

第２６条第１項及び第３項、第２８条、第３１条、第３３条、第３５条（登

録の取消しに係る部分を除く。）並びに第３７条（新条例第３６条第６項の

規定による処分に係る部分を除く。）の規定（これらの規定に係る罰則を含

む。）を適用する。この場合において、新条例第２６条第１項中「第２３条

第１項各号」とあるのは、「第２３条第１項第１号、第２号及び第５号」と

する。 

４ この条例の施行の際現に旧条例第１９条第１項に規定する講習会修了者等

である者については、新条例第３１条第１項に規定する業務主任者となる資

格を有する者とみなす。 

５ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。 

 

 

 

 



 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

屋外広告物法の規定に基づき、屋外広告業の登録等について必要な規定を整

備するため、この条例を制定するものである。  




